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１．平成17年３月期の連結業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 4,255△14.9 564 △47.8 515 △50.9

16年３月期 5,002 ― 1,081 ― 1,051 ―

 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年３月期 700 15.88,690 40 8,618 67 10.8 6.6 12.1

16年３月期 605 ― 8,729 21 8,564 89 16.7 20.9 21.0

(注)①持分法投資損益 17年３月期 △22百万円 16年３月期 △30百万円

 ②期中平均株式数（連結） 17年３月期 78,337株 16年３月期 67,048株

 ③会計処理の方法の変更 無

 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態  

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月期 10,120 8,865 87.6 95,036 45

16年３月期 5,483 4,133 75.4 60,965 03

(注)①期末発行済株式数 17年３月期 93,073株 16年３月期 67,474株

(3)連結キャッシュ・フローの状況  

 
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

17年３月期 308 611 4,287 7,095

16年３月期 586 △1,100 △32 1,885

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

 　　　連結子会社数　２社　　持分法適用非連結子会社数　―社　　持分法適用関連会社　２社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

 　　　連結（新規）―社　　（除外）　―社　　　持分法（新規）―社　　（除外）　―社

 

２．平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　　　今後の見通しにつきましては、当社が当期中に資本業務提携いたしました株式会社エフエム東京との放送と通信の

融合による事業や、当社が先般買収いたしましたＣＭ音楽制作会社である株式会社サーティースとの協業、さらには

グループ全体としてのシナジー効果等を正確に把握することが困難であるため、現段階では平成18年３月期の業績予

想の発表を差し控えさせていただくことといたしました。
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１．企業集団の状況

　当社グループは、当社と連結子会社２社及び持分法適用関連会社２社にて構成されており、「インフォメーションプ

ロバイダー事業」、「システムソリューション事業」、「コマース事業」の３つの事業を中心に展開しております。

  (1)インフォメーションプロバイダー事業

　当社グループは、インターネット接続型携帯電話向けに、有料公式サイトを企画・開発・運営しております。また、

海外におきましても、ドイツ、オランダ、ベルギー、フランス、スペイン、イタリア、ギリシャ、台湾、アメリカ、

カナダ、オーストラリアでサービス展開しております。

　当事業において当社グループは、サイトの企画・運営をはじめ、システムの設計・開発、サーバーの運用・管理な

ど、業務の全般を自社で行っております。

  (2)システムソリューション事業

　当社グループは、顧客企業に対しモバイルを中心とした各種Webサイトの企画、システム設計及び開発、サーバー

の管理運用など全般に渡った支援業務を行っております。

  (3)コマース事業

　当社グループは、インフォメーションプロバイダー事業で培ったノウハウや、サイト構築技術を駆使し、ユーザビ

リティの高い通販サイトを提供しております。

 

 

　2005年３月末現在の事業系統図は、以下のとおりであります。
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　2004年11月11日をもちまして親会社が株式会社エフエム東京に異動しております。株式会社エフエム東京（当社株式

53.7％を所有）とは、システムソリューション事業において、同社が運営するモバイルサイトの開発及び運営の受託を

行なっており、売上高が2,118千円となっております。また、支払手数料として3,001千円が発生しております。

　その他の関係会社である株式会社プラザクリエイト（当社株式21.2％を所有）とは、システムソリューション事業に

おいて、プリントサービスの業務委託に関する取引を行っており、仕入高が392千円になっております。

　ギズモプリュス株式会社につきましては、当社保有株式（発行済み株式の49％）をアイ・ティー・エックス株式会社

に2004年７月１日付けで譲渡いたしました。また、2004年６月30日付けでギズモプリュス株式会社が運営するケータイ

ショッピングサイト「ヴィレッジヴァンガード・モバイル店」に関わる営業を譲受いたしました。
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２．経営方針

  (1)経営の基本方針

　当社グループは、創設以来、常に各従業員のスキルアップ及び組織の強化に努めるとともに、クライアントや個

人ユーザーの皆様に貢献し、互いに利益を生むプロジェクトを積み重ねることに努力してまいりました。

　企業として成長していくために、ひとつひとつの案件に対して継続的なパートナーシップと利潤を追求し、長期

的な視野に立った顧客満足度の向上と付加価値の高いサービスの提供を目指した事業を展開しております。

  (2)利益配分に関する基本方針

　当社グループは、株主各位に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけております。利益配分につきましては、

業績及び将来的な事業展開を勘案し、事業強化に必要な資金の内部留保に努めつつ、安定的な配当を継続すること

を目標としております。

　なお、当期の利益配当金につきましては、株式分割前の１株につき1,500円の普通配当を第９回定時株主総会に

提案させていただく予定であります。また、内部留保金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であ

ります。

  (3)中長期的な経営戦略

   ① インフォメーションプロバイダー事業

　当事業の国内においては、当社グループは、多機能化、高性能化された携帯端末に対応した動画やアプリを含

む魅力あるコンテンツを開発・提供してまいりました。また、携帯電話向けゲームコンテンツの提供や、着うた

（R)の提供も積極的に行い、その時々のユーザーのニーズを捕らえたサービス提供を行っております。

　また、海外におきましては、英国の「GignoSystem Europe Limited」（100％子会社）、米国の「GignoSystem 

America,Inc.」（100％子会社）を主な拠点として、既存サービスの競争力強化及び新規サービスの立ち上げを積

極的に進めてまいります。さらに、ワールドワイド・ディストリビューション・チャンネルのコンセプトのもと、

システム面やオペレーション面での効率化を図り、国内外の様々なデジタルコンテンツを多言語化して一斉配信

するようなライセンスマネージメントビジネスの確立を目指してまいります。

   ② システムソリューション事業

　当事業においては、インフォメーションプロバイダー事業で培ったマーケティングノウハウや、当社グループ

が設立当初から蓄積してきたインターネットを活用したビジュアルコミュニケーションに必要とされる豊富な技

術などの強みを最大限に発揮し、企画・提案からマーケティング、システム開発、運用、ホスティングまでのトー

タルソリューション提供、及び、あらゆる情報端末に対応したソリューションの提供を積極的に推進してまいり

ます。

　また、2004年10月に資本業務提携を締結いたしました株式会社エフエム東京が持つ「放送」というメディアを

当社グループが持つ通信を活用したノウハウと組み合わせることにより、放送と通信の融合による新しいビジネ

ス展開に積極的に取り組んでまいります。

   ③ コマース事業

　当社グループは今後の成長が見込まれるイーコマースおよびモバイルコマース市場に向けた事業に積極的に

取り組んでおります。当社グループはこれまで企画・開発・運営してまいりました携帯電話向け有料情報配信サ

ービスにおけるノウハウを活かし、顧客にとってユーザビリティの高いモバイルコマースサイトの構築に取り組

んでまいります。さらに、今後は顧客データベースの拡充を図り、顧客データベースを用いたマーケティング活

動に取り組むこと他、株式会社エフエム東京の持つメディアを活用した告知活動等を通して、より効率的・効果

的なコマース事業展開を行ってまいります。
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  (4)会社の対処すべき課題

   ① 従業員教育及び組織育成について

　モバイル分野の技術の進歩は著しく、またモバイルビジネスのニーズはあらゆる分野に点在していることから、

人的資源の有効的な活用及び価値の向上が必要であると考えております。従いまして、当社は、従業員ひとりひ

とりの能力開発、モチベーションの向上を重要課題と認識し、社内研修などの人材育成プログラムを実施してま

いりました。今後につきましても引き続き、技術革新と用途の拡大に対応した人材の育成、効果的な人事制度の

確立及び組織の育成を推進してまいります。

　　　② 情報セキュリティへの取組みについて

　インターネットの普及に伴い、外部からの不正アクセス・組織内部の者による情報漏洩や改ざんなどの事故が

近年発生しております。当社グループでは、様々な脅威から情報資産のCIA（機密性・完全性・可用性）を確保し、

社会からの信頼を得るためのルール作りと徹底した社員教育に積極的に取り組んでおります。その一環として当

社グループは、いち早く情報セキュリティマネジメントシステムの認証基準である「ISMS適合性評価制度認証」

「BS7799：PART2:2002」を同時取得し社内の情報セキュリティ体制を確立しております。

　今後も情報セキュリティ体制の厳格な運用による徹底した社員教育への取組みを通して、社会からさらに厚い

信頼を得るよう努めてまいります。

   ③ 新規事業開発等収益源の多様化について

　当社は、市場規模の拡大が見込まれるモバイルコマース・ビジネスの展開や、海外への事業展開などを通し、

今後も積極的に収益源の多様化をはかり、企業価値の向上に努めてまいります。

  (5)コーポレート・ガバンナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

   ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は企業価値の最大化を目指して、日々の経営活動に取り組んでおります。そのなかで、法令等の遵守、適

切かつ効率的な業務の遂行を保証するための体制および機能として、コーポレート・ガバナンスを経営上最も重

要な課題の一つに位置づけ、株主をはじめとした全てのステークホルダー（利害関係者）に対して、経営の透明

性を高めることに尽力しております。

   ② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　　　（ⅰ）会社の機関の内容

　取締役会は、グループ全体の経営方針、経営戦略の立案など経営に関する意思決定をするとともに、各取締役

が相互に業務の執行を監視、監督する役割を果たしております。現在、社外取締役１名を含め７名で構成し、月

１回の定例会議のほか、必要に応じて会議を開き、有効な経営判断の実践に努めております。社外取締役は、当

社の親会社である株式会社エフエム東京で執行役員を務めており、親会社と当社との間には通常の営業取引があ

ります。

　監査役会は４名で構成し、常勤監査役を含め全員社外監査役です。各監査役は監査役会が定めた監査方針およ

び監査計画に基づき、月１回開催する定例の監査役会での情報交換はもとより、取締役会など重要会議への出　

席、重要な文書の閲覧、業務および財産の状況の調査などを通じて、健全な経営の確保に精励しております。ま

た、監査役監査機能の強化のため、内部監査人および監査法人と随時会合を設けるなど三者間の連携を密にする

よう心がけております。なお、監査役のうち１名は、親会社の業務監査部長の職にあります。

　当社は内部監査を重要な機能と考えております。現時点では専任の内部監査人を配置しておりませんが、今後

は独立した部署の設置など内部監査の充実を図っていく考えです。

－ 5 －



 　　（ⅱ）会計監査の状況及び監査報酬

　当社は、商法特例法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査に監査法人トーマツと契約してお

ります。同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係は

ありません。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりです。

　・業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　指定社員　業務執行社員：堤　佳史、中山一郎

　・会計監査業務に係る補助者の構成

　　　　公認会計士　３名、会計士補　４名

　当社は同監査法人との間で、商法監査と証券取引法監査について、監査契約を交わし、それに基づき報酬を支

払っております。

　・監査契約に基づく監査証明に係る報酬の金額　　12百万円

　・上記以外の報酬　　１百万円

　　　（ⅲ）役員報酬

　・取締役に支払った報酬　81,779千円　６名　

　・監査役に支払った報酬　 7,575千円　４名　

　　　（ⅳ）内部統制システムとリスク管理体制の状況

　当社は、内部統制システムの適切な構築と運営が、次なる成長に向けた経営の健全性と社会的信用の向上につ

ながると理解しております。これまでも効率的、機動的な事業運営のための権限責任の明確化や円滑な情報伝達、

コンプライアンス（法令等遵守）、企業情報の適正かつ適時開示などの体制整備を進めてまいりましたが、さら

に時代の要請に見合った内部統制システムの構築が必要と考えております。そうした視点から監査役会は、同シ

ステムの構築と運営の監査をテーマ項目の一つに掲げ、当社における内部統制の現状と問題点を把握して、その

あり方をまとめるなど、同システム推進の風土作りを後押ししております。

　また、経営を取り巻く様々なリスクについても、管理体制の構築に力を入れてまいります。特に情報セキュリ

ティーに関しては、社内に「情報セキュリティー委員会」を組織し、同委員会が中心となって情報資産の洗い出

し、リスク分析、評価、管理策の実施を定期的に行うなど、リスク管理に万全を期しております。2004年９月に

はＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）適合性評価制度において認証を取得いたしました。

　このほか、顧問弁護士事務所から重要な契約のすべてについて助言と指導を仰ぎ、コンプライアンスの徹底お

よびリスクマネジメントの強化の一助としております。

  (6)親会社等に関する事項

 　　①親会社等の商号等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成17年３月31日現在）

親会社等 属性
親会社等の議決権

所有割合(%)

 親会社等が発行する株券が

上場されている証券取引所等

　株式会社エフエム東京 親会社 53.72（―） ―

　　（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合の内数であります。

 

     ②親会社等のグループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係

　　・資本関係

平成17年３月31日現在、株式会社エフエム東京は当社の議決権の53.72％を所有し、当社は同社の子会社となっ

ております。

　　・資金関係

該当事項はありません。

　　・人的関係

株式会社エフエム東京の執行役員２名と従業員１名が、当社の取締役に、同社従業員１名が当社の監査役に就任

しております。また、同社の従業員１名が当社に出向しております。

　　・取引関係

親会社等との取引に関する事項は、29ページ「関連当事者との取引」注記に記載しております。
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３．経営成績及び財政状態

  (1)経営成績

   ① 当期の概況（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

　当社グループを取り巻くモバイルビジネス市場においては、第三世代携帯電話端末といった高機能端末の普及、

パケット定額制の開始等により、ユーザーにとってより快適にコンテンツサービスを受けやすい環境となった一

方で、モバイルサイトの増加によりコンテンツプロバイダー間の競争は激化しております。当社グループはこう

した競争激化の影響を受け、国内の有料会員数を減少させておりますが、より高機能・高品質なサービスの企画・

開発・提供による会員数の確保に取り組んでおります。海外におきましては11カ国８言語のサービス提供体制を

確立し、各国のユーザー向けにコンテンツ配信を積極的に行っております。

　また、当社グループがこれまで培ってきた画像処理技術を活かした携帯サイト向け画像自動変換ＡＳＰサービ

ス開始によるシステムソリューション事業の強化や、携帯電話向けの通信販売を開始しコマース事業として現在

８店舗を運営することにより、事業領域の更なる拡大に努めてまいりました。

　当連結会計年度においては、株式会社エフエム東京と資本業務提携を図るため、10月に第三者割当増資を実施

し、さらに11月には株式会社エフエム東京による株式公開買付が実行されたことにより、株式会社エフエム東京

の持株割合は53.72％となり、親会社が株式会社エフエム東京に異動しております。この第三者割当増資に関して、

新株発行関連等の諸費用が当連結会計年度に発生しております。

　携帯電話向けビジネスに関する技術とノウハウを持つ当社グループとメディアを保有・運営する株式会社エフ

エム東京が資本業務提携することにより、放送と通信の融合による新たなビジネス展開に取り組んでまいります。

株式会社エフエム東京との協業の第一弾として、２月よりモバイルサイト「Music Village」の運営をシステムソ

リューション事業として受託を開始しており、今後も積極的に同社との協業事業に取り組んでまいります。

　また、2005年４月から「個人情報保護法」が全面施行されるなど、情報セキュリティに対する意識及び要求が

高まりつつあります。このような状況の中、当社は早くから情報セキュリティ管理に取り組んでおり、その取組

みの一環として、携帯電話向け有料情報通信サービス事業者では初めてとなる「情報セキュリティマネジメント

システム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度」及び英国の情報セキュリティマネジメント規格「ＢＳ7799：ＰＡＲＴ

２：2002」の認証を９月に取得いたしました。なお、この認証取得に関する諸費用が当連結会計年度に発生して

おります。

　この結果、当連結会計年度の売上高は42億55百万円(前年同期比14.9％減)、営業利益５億64百万円(前年同期

比47.8％減)、経常利益につきましては５億15百万円(前年同期比50.9％減)となりました。また、当期純利益は７

億円(前年同期比15.8％増)となりました。

　 ② 事業別内容

　事業別の売上状況は次のとおりであります。

 ＜インフォメーションプロバイダー事業＞

　インフォメーションプロバイダー事業につきましては、市場の競争が激化し、既存ユーザーの減少が見られ減

収減益の要因となりました。携帯電話市場においては第三世代携帯端末が普及し、より高機能・高品質なコンテ

ンツ及びサービスが求められております。このような状況の中、当社では今後普及が見込まれるＢＲＥＷ対応ゲー

ムサイトの提供や、より高機能・高品質で魅力あるコンテンツの開発・提供に積極的に取り組んでまいりました。

今後はＦＭラジオと連動を図り、ユーザー数の増加を目指してまいります。

　また、海外展開につきましては、３月末現在、当社グループで11カ国12キャリア８言語でサービスを提供して

おります。海外現地法人である英国GignoSystem Europe Limited及び米国GignoSystem America,Inc.を通じて新

たにイタリア、ギリシャ、カナダで、ジグノシステムジャパンを通じてオーストラリアでサービスを開始いたし

ました。その結果、英国GignoSystem Europe Limitedにおきましては、欧州地域で７カ国７キャリア、米国

GignoSystem America,Inc.におきましては、北米地域で２カ国３キャリアでサービスを提供するに至り、提供サ

イト数、ユーザ数も増加するなど堅調に事業を拡大しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は39億41百万円(前年同期比17.9％減)、売上総利益16億61百万円(前年同期

比17.0％減)となりました。
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 ＜システムソリューション事業＞

　システムソリューション事業につきましては、新たなサービスとして、11月に携帯サイト向け画像自動変換Ａ

ＳＰサービスを開始し、すでに大手企業をクライアントとして獲得しております。今後、本サービスにおいて、

更なるクライアント数の増加を目指し事業展開を図ってまいります。また、カメラ付携帯電話ユーザー向けフォ

ト関連サービスにつきましても、顔自動認識技術の導入によるサービス内容の強化、及び３Ｄムービーキャラク

ターサービスなどの新サービスの提供に積極的に取り組んでまいりました。

　また、株式会社エフエム東京が運営するモバイルサイト「Music Village」の運営受託を２月より開始しており、

今後同サイトのユーザー拡大に伴う売上増加が見込まれます。

　この結果、当連結会計年度の売上高は１億93百万円(前年同期比3.7％減)、売上総利益47百万円(前年同期比

17.0％減)となりました。

 ＜コマース事業＞

　コマース事業につきましては、７月に新規事業として本格的に参入いたしました。３月末現在、ヴィレッジヴァ

ンガード・モバイル店をはじめ８ショップを運営するに至っており、売上は順調に伸びております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は１億34百万円(前年同期比－)、売上総利益36百万円(前年同期比－)とな

りました。

　Ｅコマース市場につきましては、課金決済システムの多様化などＥコマースの利用が今後増加していくと予想

される他、株式会社エフエム東京の放送する番組と連動した新たなコマースサイトの構築により、本事業の更な

る拡大を図ってまいります。
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  ③ 仕入、受注及び販売の状況

　(ⅰ)仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

 (単位：千円)

 
 

事業区分

第９期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

  金額（千円）  前年同期比(%)

インフォメーションプロバイダー事業 1,997,128 △19.8

システムソリューション事業 9,798 390.7

コマース事業 112,319 －

合計 2,119,246 △15.0

（注） 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。

2. インフォメーションプロバイダー事業における仕入は、当社が配信する画像、着信メロディやニュー

スなどの各種情報の権利保有者及び代理人に対して支払う情報提供料であります。

　(ⅱ)受注実績

当連結会計年度の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

 (単位：千円)

事業区分

第９期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

受注高 前年同期比(%) 受注残高 前年同期比(%)

システムソリューション事業 60,908 4.6 2,427 △33.8

合計 60,908 4.6 2,427 △33.8

(注)金額には、消費税等は含まれておりません。

　(ⅲ)販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

 (単位：千円)

 
 

事業区分

第９期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

  金額（千円）  前年同期比(%)

インフォメーションプロバイダー事業 3,941,056 △17.9

システムソリューション事業 180,357 △10.3

コマース事業 134,283 －

合計 4,255,697 △14.9

(注) 1. セグメント間の取引につきましては、相殺消去しております。 

　　 2. 主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。な

お、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ及びＫＤＤＩ㈱に対する販売実績は、当社が㈱エヌ・ティ・ティ・ド

コモのｉモードサービス及びＫＤＤＩ㈱のＥＺｗｅｂサービスを介して行う有料情報サービスの利用者

（一般ユーザー）に対する情報料の総額であり、各社が、当該情報料の回収代行を行うものであります。
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相手先
第８期 第９期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 3,104,265 62.1 2,510,621 59.0

ＫＤＤＩ㈱ 1,301,567 26.0 995,999 23.4

(注)金額には、消費税等は含まれておりません。

  ④ 利益配当

　当期の利益配当につきましては期末に１株あたり1,500円を予定しております。
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　(2)財政状態

   ① キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、主として投資有価証券の売却に

よる収入、株式会社エフエム東京に対する第三者割当増資による株式の発行による収入等により、前連結会計年

度に比し、52億９百万円増加し、70億95百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりであります。

 ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は３億８百万円（前連結会計年度比2億78百万円減少）と

なりました。これは、主にインフォメーションプロバイダー事業が市場の競争激化で既存ユーザーが減少したた

め減収となったこと、海外展開及びコマース事業への投資による人件費・仕入等支出の増加、並びに「情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度」及び英国の情報セキュリティマネジメント規格「Ｂ

Ｓ7799：ＰＡＲＴ２：2002」の認証取得に関する諸費用等の支出によるものであります。

 ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　当連結会計年度における投資活動の結果得られた資金は６億11百万円（前連結会計年度は11億円の支出）とな

りました。これは、主に、投資有価証券の売却による収入７億84百万円及び投資事業組合への出資による支出１

億25百万円を行ったことによるものであります。

 ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　当連結会計年度における財務活動の結果得られた資金は42億87百万円（前連結会計年度は32百万円の支出）と

なりました。これは、株式会社エフエム東京に対する第三者割当増資及び新株予約権の行使に伴う株式の発行に

よる収入43億88百万円が配当金の支払による支出１億円を上回ったことによるものであります。

   ② キャッシュ・フローの指標

第８期
（平成16年３月期）

第９期 
（平成17年３月期） 

自己資本比率 75.4％ 87.6％

時価ベースの自己資本比率 385.1％ 228.1％

債務償還年数 － － 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ － － 

（注）1．上記指標の算出方法は、以下のとおりであります。

ａ）自己資本比率：自己資本／総資産

ｂ）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

(株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。)

ｃ）債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

ｄ）インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

2．各指標は、いずれも財務数値により計算しております。
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　(3)事業等のリスク

(1) 新技術等への対応について

　ユビキタス社会へ向け、携帯情報端末をはじめとする情報家電技術は急速に進歩しており、新技術・新サービス

が常に生み出されております。当社グループの事業は、市場における競争力のあるサービスを提供しつづけるため

に、それらの新技術及び新サービスを適時に採用していくことが必要であります。

　当社グループとしては、常にこれらに対応すべく努力をいたしておりますが、新技術への対応に遅れが生じた場

合、提供するシステム・サービスが陳腐化することにより、競合他社に対する競争力が低下し、インフォメーショ

ンプロバイダー事業において、当社グループの運営する有料サイトでの利用者数が減少したり、システムソリュー

ション事業で新たな顧客獲得が困難になるなど、経営成績に重大な影響を受ける可能性があります。

(2) 競合について

　現在、携帯コンテンツ市場は需要増加傾向にありますが、新規参入企業の急激な増加や既存企業の事業拡大等に

より競争激化の傾向にあります。

　当社グループは、かかる競争の激化に対応すべく、新しいサービスの企画提案や技術の開発、ノウハウの蓄積、

人員確保をはじめ組織力の強化に取り組んでまいる所存でありますが、将来に亘っても、携帯電話向けコンテンツ

配信において優位性を維持できるという保証はなく、競争激化により経営成績に影響を及ぼす可能性もありえます。

(3) 特定の事業及び取引先への依存度について

　当社グループにおきましては、国内インフォメーションプロバイダー事業にかかる売上が、売上高全体の９割を

超えております。現在、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、KDDI株式会社、ボーダフォン株式会社の携帯電話向

けに当事業を展開しており、各社の事業展開や方針の変更により、当事業の業績は、重大な影響を受ける可能性が

あります。

　当社グループでは、今後当事業以外のビジネスモデルも確立し、当事業への依存度を引き下げていく意向を有し

ておりますが、このような事業展開の見通しは、今後の進展に委ねられております。

(4) 海外での事業展開について

　当社グループは、ヨーロッパ地域及び北米地域の事業展開の拠点として、2004年10月に英国に100％子会社の

GignoSystem Europe Limitedを設立、2004年11月に米国に100％子会社のGignoSystem America,Inc.を設立してお

ります。

　海外市場への事業展開においては、予期せぬ法律または規制の変更、テロ、戦争、その他の要因による社会的混

乱等のリスクが内在しております。このような事象が発生した場合、当社グループのサービスが円滑に提供できな

くなり、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5) システムダウンについて

　当社グループの事業は、コンピューターシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しているため、ネットワーク環

境やハードウェア・ソフトの不具合等によるサービス障害を避けるべく、システム構成や設備環境には安全性を特

に重視して取り組んでおります。しかしながら、自然災害や事故等によって、通信ネットワークが切断された場合

には、当社グループの営業は不可能となります。また、予期しない急激なアクセス増などの一時的な過負担によっ

てサーバーが作動不能に陥った場合、一般ユーザーや顧客企業向けに提供するサービスが停止する可能性がありま

す。さらには、コンピューターウイルスや、外部からの不正な手段によるコンピューター内への侵入などの犯罪、

また、担当者の過誤などによって、当社グループや取引先のシステムが書き換えられたり、重要なデータを消去又

は不正に入手されたりするおそれがあります。これらの障害が発生した場合は、直接的弊害が生ずるほか、サー

バーの作動不能や欠陥などに起因する取引の停止については、システム自体への信頼性の低下という風評リスクに

より、当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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(6) 個人情報の管理について

　当社グループが一般ユーザー向けに直接行うサービス及び顧客企業向けに提供するシステムにおいて、一般ユー

ザーの個人情報や画像データなどをサーバー上に保管する場合があり、採用している様々なネットワークセキュリ

ティにも拘らず、不正アクセスによる個人情報の流出等の可能性は存在しております。このような個人情報の流出

等が発生した場合、当社グループに対する損害賠償の請求、訴訟、行政官庁等による制裁、刑事罰その他の責任追

及がなされる可能性があります。また、これらの責任追及が社会的な問題に発展し当社グループが社会的信用を失

う可能性があります。
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４．連結財務諸表等

 (1) 連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金及び預金 2,685,679 7,895,514  

２　売掛金 1,295,532 1,091,585  

３　たな卸資産 － 14,452  

４　繰延税金資産 35,083 37,713  

５　その他 50,481 116,263  

６　貸倒引当金 △14,888 △9,537  

流動資産合計 4,051,88873.9 9,145,99190.45,094,103

Ⅱ　固定資産  

１　有形固定資産  

(1）建物 21,378 24,236  

減価償却累計額 4,723 16,654 6,991 17,245  

(2）器具及び備品 301,172 239,475  

減価償却累計額 174,078127,093 142,92696,548  

(3）その他 － 1,345  

減価償却累計額 － － 224 1,121  

有形固定資産合計 143,7472.6 114,9151.1△28,832

２　無形固定資産      

(1）営業権  －  26,666  

(2）その他  －  41,742  

無形固定資産合計 55,2371.0 68,4090.7 13,171

３　投資その他の資産  

(1）投資有価証券 ※１ 1,082,767 739,751  

(2）その他 150,184 51,408  

投資その他の資産合計 1,232,95122.5 791,1607.8△441,791

固定資産合計 1,431,93726.1 974,4849.6△457,452

資産合計 5,483,825100.0 10,120,476100.04,636,650
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前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　買掛金 652,679 558,279  

２　未払法人税等 170,343 342,336  

３　賞与引当金 36,587 30,897  

４　その他 171,707 193,226  

流動負債合計 1,031,31818.8 1,124,73811.193,420

Ⅱ　固定負債  

１　繰延税金負債 318,953 130,409  

固定負債合計 318,9535.8 130,4091.3△188,543

負債合計 1,350,27124.6 1,255,14812.4△95,122

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 1,126,89620.6 3,335,56133.0  

Ⅱ　資本剰余金 1,054,05419.2 3,262,72032.2  

Ⅲ　利益剰余金 1,464,36226.7 2,043,93420.2  

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

 489,9898.9 224,6342.2  

Ⅴ　為替換算調整勘定  △1,749△0.0 △1,523△0.0  

資本合計 4,133,55475.4 8,865,32787.64,731,773

負債及び資本合計 5,483,825100.0 10,120,476100.04,636,650
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 (2) 連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 5,002,706100.0 4,255,697100.0△747,008

Ⅱ　売上原価 2,942,14058.8 2,523,23259.3△418,908

売上総利益 2,060,56541.2 1,732,46540.7△328,100

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１　債権回収手数料 466,721 389,855  

２　貸倒引当金繰入額 6,468 9,537  

３　役員報酬 103,275 89,354  

４　給与及び賞与 124,381 177,078  

５　賞与引当金繰入額 21,459 16,580  

６　支払手数料 － 120,062  

７　その他 256,262978,56919.6 365,1391,167,60927.4189,039

営業利益 1,081,99621.6 564,85613.3△517,140

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 362 859  

２　受取配当金 16 2,000  

３　為替差益 － 1,298  

４　その他 245 624 0.0 395 4,5530.1 3,928

Ⅴ　営業外費用  

１　持分法による
投資損失

30,120 22,097  

２　新株発行費 － 29,244  

３　その他 987 31,1080.6 2,125 53,4671.3 22,358

経常利益 1,051,51221.0 515,94212.1△535,569
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前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅵ　特別利益  

１　固定資産売却益 ※１ 1,139   －    

２　投資有価証券売却益  － 1,1390.0 740,906740,90617.4739,766

Ⅶ　特別損失  

１　固定資産売却損 ※２ 150 －  

２　固定資産除却損 ※３ 2,594   24,480    

３　投資有価証券評価損  － 2,7450.0 5,714 30,1950.7 27,450

税金等調整前
当期純利益

1,049,90621.0 1,226,65328.8176,746

法人税、住民税
及び事業税

428,607 534,969  

法人税等調整額 16,015444,6238.9 △9,098525,87012.381,247

当期純利益 605,28312.1 700,78216.595,499
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 (3) 連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 1,020,048 1,054,054

Ⅱ　資本剰余金増加高

　　増資による新株発行 34,006 34,006 2,208,6652,208,665

Ⅲ　資本剰余金期末残高 1,054,054 3,262,720

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 983,831 1,464,362

Ⅱ　利益剰余金増加高     

　　当期純利益 605,283 605,283 700,782 700,782

Ⅲ　利益剰余金減少高

１　配当金 99,751 101,211

２　役員賞与 25,000 124,751 20,000 121,211

Ⅳ　利益剰余金期末残高 1,464,362 2,043,934
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 (4) 連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減
（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

１　営業収入  5,206,271 4,403,107△803,163

２　商品及びコンテンツ等の
仕入れによる支出

 △2,609,689 △2,246,338363,351

３　人件費の支出  △469,726 △536,417△66,690

４　債権回収手数料の支出  △493,184 △412,25980,924

５　その他の営業支出  △396,272 △517,180△120,907

小計  1,237,397 690,911△546,485

６　利息及び配当金の
受取額

 379 2,859 2,480

７　法人税等の支払額  △650,813 △385,058265,755

営業活動による
キャッシュ・フロー

 586,963 308,713△278,250

     

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

１　税金等調整前
当期純利益

 ― 1,226,6531,226,653

２　減価償却費  ― 80,46080,460

３　営業権償却  ― 6,666 6,666

４　受取利息及び
受取配当金

 ― △2,859△2,859

５　持分法による投資損失  ― 22,09722,097

６　新株発行費  ― 29,24429,244

７　投資有価証券売却益  ― △740,906△740,906

８　固定資産除却損  ― 24,48024,480

９　売上債権の増減額
（増加:△）

 ― 204,462204,462

10　たな卸資産の増減額（増
加:△）

 ― △14,452△14,452

11　仕入債務の増減額
（減少:△）

 ― △93,909△93,909

12　その他  ― △51,025△51,025

小計  ― 690,911690,911

13　利息及び配当金の
受取額

 ― 2,859 2,859

14　法人税等の支払額  ― △385,058△385,058

営業活動による
キャッシュ・フロー

 ― 308,713308,713
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前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減
（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

１　定期預金の預入れ
による支出

 △800,000 ― 800,000

２　有形固定資産の取得
による支出

 △81,342 △48,25933,083

３　有形固定資産の売却
による収入

 3,668 ― △3,668

４　無形固定資産の取得
による支出

 △48,274 △14,37333,900

５　営業譲受による支出  ― △33,333△33,333

６　投資有価証券の取得
による支出

 △74,806 △125,000△50,193

７　投資有価証券の売却
による収入

 ― 784,980784,980

８　関係会社株式の売却によ
る収入

 ― 49,00049,000

９　その他の投資活動
による支出

 △100,000 △1,223 98,776

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △1,100,755 611,7901,712,545

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

１　株式の発行による収入  67,309 4,388,0874,320,777

２　配当金の支払額  △99,388 △100,857△1,469

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △32,079 4,287,2294,319,308

Ⅳ　現金及び現金同等物
に係る換算差額

 2 2,102 2,099

Ⅴ　現金及び現金同等物
の増減額

 △545,868 5,209,8355,755,703

Ⅵ　現金及び現金同等物
の期首残高

 2,431,547 1,885,679△545,868

Ⅶ　現金及び現金同等物
の期末残高

 1,885,679 7,095,5145,209,835

     

（表示方法の変更）

　当連結会計年度から連結キャッシュ・フロー計算書の作成方法を従来の直接法から間接法に変更いたしました。

これは、当社において当連結会計年度から、新たにコマース事業を開始し、事業内容が多角化してきたこと、また連結子

会社における事業展開も本格化してきたことから、当社グループにおけるキャッシュ・フローの獲得及び使用状況をグ

ループ全体で統一して把握するためのものであります。この変更に関して、各資金活動によるキャッシュ・フローの金額

に与える影響はありません。

　なお、当連結会計年度に係るキャッシュ・フローの状況を直接法により作成した場合の各項目の金額についても、当表

中に併記しております。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１  連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

GignoSystem Europe Limited

GignoSystem America, Inc.

(1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

GignoSystem Europe Limited

GignoSystem America, Inc.

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数　2社

関連会社の名称

ギズモプリュス株式会社

Chinese Mobile Value Service 

Corp.

　　　　　　　

(2）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社

の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

(1）持分法適用の関連会社数　2社

関連会社の名称

ギズモプリュス株式会社

Chinese Mobile Value Service 

Corp.

なお、ギズモプリュス株式会社は、平

成16年7月1日付で当社が保有していた

株式を全て売却したため、関連会社で

はなくなりました。

(2）　　　　　　　同左

　　

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社２社の決算日は、12月31日で

あります。

　連結財務諸表の作成に当たって、

GignoSystem Europe Limitedについては、

同決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。

　GignoSystem America, Inc.については、

平成16年２月に資本の払込みが行われてお

り、以後当連結会計年度末までに、財政状

態に重要な変動がないため、当該払込時の

貸借対照表のみを連結しております。

　連結子会社２社の決算日は、12月31日で

あります。

　連結財務諸表の作成に当たって、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結子会社の決算日から連結決算日

までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

　　　　　　　　　　

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　同左

　　　

時価のないもの

　　　　　同左

　　　

 ②　　　　　　　　―

 

　　　

②たな卸資産

　商品

　総平均法による原価法を採用してお

ります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

器具及び備品　　４～６年

(1）有形固定資産

　　　　　同左

　　　

　

　　　　　　

　

(2）無形固定資産

①　コンテンツ配信目的のソフトウェア

　コンテンツ配信目的のソフトウェ

アについては、見込利用可能期間

（３年）に基づく定額法を採用して

おります。

　 ②　　　　　　　―

       　　　　　　

       　

       

 

③　その他の無形固定資産

　定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

①　コンテンツ配信目的のソフトウェア

　　　　　同左

　　　　　　

　 ②　営業権

       　定額法を採用しております。

       　なお、償却年数は以下の通りであ

       ります。

       営業権　　　　　　　　　５年

③　その他の無形固定資産

　　　　　同左

(3) 重要な引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。　　

　　　　　

(1）貸倒引当金

　　　　　　同左

　　　　　　　　

(2）賞与引当金

　　　　　　同左

　　　　　

(4) 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

　支出時に全額費用として処理してお

ります。

(1）新株発行費

　　　　　　同左

　　　　　　　　

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、在外子会社

等の決算日における直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

　　　　　　　　同左

　　　　　

(6) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　　　　　―

　　　　　　　　　　　　　　

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

　　　　　　　　同左

　　　

６　利益処分項目等の取り扱

いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分又は損失処理について連結会計年度中に

確定した利益処分又は損失処理に基づいて

作成しております。

　　　　　　　　同左

　　　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

　　　　　　　　同左

　　　

　表示方法の変更 

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

― （連結貸借対照表関係）

　投資事業有限責任組合への出資持分は、前連結会計

年度まで投資その他の資産の「その他」として表示し

ておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年６月９日法律第97号）に基づき、当連

結会計年度より投資有価証券に含めて表示しておりま

す。

　なお、当連結会計年度において投資有価証券に含ま

れている出資持分残高は222,751千円であります。

（連結損益計算書関係）

(1)前連結会計年度まで、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、

販売費及び一般管理費の合計額の100分の10を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記することとしまし

た。

　なお、前連結会計年度の販売費及び一般管理費の

「その他」に含まれている「支払手数料」は33,651千

円であります。  

(2)前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「新株発行費」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度よ

り区分掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に

含まれている「新株発行費」は703千円であります。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

　　　 投資有価証券（株式）　　           42,267千円

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

　　　 投資有価証券（株式）　　          　　０千円

※２　発行済株式 ※２　発行済株式

当社の発行済株式総数は、普通株式67,474株であり

ます。

当社の発行済株式総数は、普通株式93,073株であり

ます。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

器具及び備品 1,139千円

計 1,139千円

※１　　　　　　　　　　　　―

※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

器具及び備品 150千円

計 150千円

※２　　　　　　　　　　　　―

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

器具及び備品 2,594千円

計 2,594千円

器具及び備品 24,480千円

計 24,480千円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,685,679千円

預入れ期間が３ヶ月を超える

定期預金
△800,000千円

現金及び現金同等物 1,885,679千円

現金及び預金勘定 7,895,514千円

預入れ期間が３ヶ月を超える

定期預金
△800,000千円

現金及び現金同等物 7,095,514千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

―

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

―  

２　未経過リース料期末残高相当額  

―  

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

支払リース料 944千円

減価償却費相当額 798千円

支払利息相当額 8千円

   

   

   

４　減価償却費相当額の算定方法  

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

５　利息相当額の算定方法  

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

 

（有価証券関係）

１.その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成16年３月31日） 当連結会計年度（平成17年３月31日）

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差額 取得原価
連結貸借対
照表計上額

差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
株式 114,300千円 940,500千円 826,200千円 38,100千円 417,000千円 378,900千円

合計 114,300千円 940,500千円 826,200千円 38,100千円 417,000千円 378,900千円

　　２.前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度

（自平成15年４月１日　至平成16年３月31日）

当連結会計年度

（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円） 

売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）

－ － － 784,980 708,780 －

３.時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成16年３月31日）当連結会計年度（平成17年３月31日）

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式

投資事業組合出資金

 

100,000

－

 

千円

 

 

100,000

222,751

 

千円

千円

（注）投資事業組合出資金への出資持分は、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号）

に基づき、当連結会計年度より時価評価されていない有価証券として表示しております。 
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

    当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

    当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

未払事業税 16,339千円

賞与引当金 14,888千円

ソフトウェア償却限度超過額 10,777千円

営業権償却限度超過額 4,883千円

投資有価証券評価損 4,069千円

その他 1,381千円

繰延税金資産合計 52,340千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △336,210千円

繰延税金負債合計 △336,210千円

繰延税金資産（負債）の純額 △283,870千円

繰延税金資産

未払事業税 18,191千円

賞与引当金 12,573千円

ソフトウェア償却限度超過額 12,125千円

営業権償却限度超過額 3,255千円

投資有価証券評価損 10,501千円

その他 4,844千円

繰延税金資産合計 61,491千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △154,187千円

繰延税金負債合計 △154,187千円

繰延税金資産（負債）の純額 △92,696千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負債率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（セグメント情報）

１　事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるインフォメーショ

ンプロバイダー事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

　当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるインフォメーショ

ンプロバイダー事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

２　所在地別セグメント情報

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３　海外売上高

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の兼

任等

事業上の

関係

親会社

㈱プラザ

クリエイ

ト

東京都

千代田区
1,003

DPEフラ

ンチャイ

ザー

被所有

直接　51.2
兼任２人

当社のラ

イセンス

契約先、

システム

開発等の

販売先

ライセンス

料及びシス

テム開発等

の売上

1,685― ―

プリント

サービスに

係る仕入

151買掛金 159

　(注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

・ソフトウェアライセンス料の価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。

・システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。

・プリントサービスの仕入価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。

(2）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

関連会

社

ギズモプ

リュス㈱

東京都

千代田区
50

携帯電話

を用いた

電子商取

引サイト

運営及び

ＡＳＰ事

業

所有

直接　49.0
兼任３人

モバイル

コマース

事業の共

同開発

システム開

発等の売上
18,100売掛金 3,937

　(注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

親会社

の子会

社

プラザク

リエイト

リース㈱

東京都

港区
100

写真用機

器等の

リース

― 兼任１人
リース契

約先

サーバー及

び事務用機

器等のリー

ス料の支払

1,153 ―  ―

　（注）　１．取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２．プラザクリエイトリース㈱は平成16年３月１日に㈱プラザクリエイトと合併しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　取引価格については、一般的なリース料率等に基づき交渉のうえ決定しております。
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当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の兼

任等

事業上の

関係

親会社
㈱エフエ

ム東京

東京都

千代田区
1,335

放送事業

等

被所有

直接 53.72
兼任４人 業務提携

システム開

発等の売上
2,118売掛金 648

支払手数料 3,001未払金 3,151

　(注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

・システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。

・支払手数料については、交渉のうえ決定しております。

 

属性
会社等の

名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の兼

任等

事業上の

関係

法人主

要株主

㈱プラザ

クリエイ

ト

東京都

千代田区
1,011

DPEフラ

ンチャイ

ザー

被所有

直接 21.28
兼任１人

フォトプ

リント等

の仕入先

及びリー

ス契約先

プリント

サービスに

係る仕入

392買掛金 48

サーバー及

び事務用機

器等のリー

ス料の支払

32  ― ―

　(注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。

 

取引条件ないし取引条件の決定方針等

・プリントサービスの仕入価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。

・サーバー及び事務用機器等のリース料の取引価格については、一般的なリース料率等に基づき交渉のうえ決

定しております。

　　(2）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

関連会

社

ギズモプ

リュス㈱

東京都

千代田区
50

携帯電話

を用いた

電子商取

引サイト

運営及び

ＡＳＰ事

業

所有

直接  ―
 ―

モバイル

コマース

事業の共

同開発

システム開

発等の売上
7,426― ―

営業の譲受 33,333― ―

　(注) １．消費税等は、取引金額には含まれておりません。

 ２．ギズモプリュス㈱につきましては、保有していた株式（議決権の所有割合49.00％）を平成16年７月１日付で

アイ・ティー・エックス㈱に譲渡しました。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 60,965円03銭

１株当たり当期純利益 8,729円21銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 8,564円89銭

１株当たり純資産額 95,036円45銭

１株当たり当期純利益 8,690円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 8,618円67銭

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 605,283 700,782

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 20,000

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (20,000) (20,000)

普通株式に係る当期純利益（千円） 585,283 680,782

普通株式の期中平均株式数（株） 67,048 78,337

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 1,286 652

（うち新株予約権（株）） (1,286) (652)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権１種類

（新株予約権の数300個）

新株予約権３種類

（新株予約権の数825個）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

該当事項はありません。 （業務提携に伴う株式取得による子会社化） 

１．当社は平成17年３月29日開催の臨時取締役会において、

株式会社サーティースと業務提携について決議し、平

成17年４月１日付けで同社代表取締役社長内田英樹氏

が保有する同社株式を取得、また、同社第三者割当増

資を引き受けました。その結果、株式会社サーティー

スは新たに連結子法人等になりました。 

（1）目的

同社が有する楽曲製作能力、ライセンス管理能力、新

人アーティスト発掘能力等の確保により、当社がこれ

まで展開してきた携帯電話向け有料情報配信サービス

の強化、並びに今後積極的に取り組んで参ります音楽

関連ビジネスの推進等を図り、株式会社エフエム東京

を含めたグループ全体の収益拡大を目的としておりま

す。 

（2）株式取得の相手の名称

内田　英樹（同社代表取締役） 

（3）株式を取得する会社の名称及び規模

名称：株式会社サーティース

事業内容：広告音楽の企画・製作等

規模：売上高1,035百万円、従業員８名

（平成16年４月期実績）

（4）株式取得の時期

平成17年４月１日

（5）取得する株式の総数、取得価額総額及び取得後の持

分比率

取得する株式の総数：1,500株

取得価額総額：600百万円

取得後の持分比率：54.5％ 

２．当社は平成17年３月29日開催の臨時取締役会において、

業務提携を目的として株式会社ユナイテッド・ワール

ド・ミュージック株式の取得について決議し、平成17

年4月1日付けで内田英樹氏の保有する同社株式を取得

しました。その結果、株式会社ユナイテッド・ワール

ド・ミュージックは新たに連結子法人等になりました。 

（1）目的

同社の有するCM着うた・着メロユーザーの獲得やこれ

らに連動する広告事業への進出により株式会社エフエ

ム東京を含めたグループ全体の収益拡大を目的として

おります。

（2）株式取得の相手の名称

内田　英樹

（3）株式を取得する会社の名称及び規模

名称：株式会社ユナイテッド・ワールド・ミュージック

事業内容：CM音楽を中心とした着信メロディ・着う

　　　　　たの配信事業他

規模：売上高53百万円、従業員３名

　　　（平成16年８月期実績）　
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前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 （4）株式取得の時期

平成17年４月１日

（5）取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率

取得株式数：16,000株

取得価額：１円

取得後の持分比率：72.0％

（株式分割）

３．平成17年２月17日開催の取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式の発行を実施しました。

（1） 平成17年５月20日をもって、次のとおり普通株式１

株を５株に分割する。

①分割により増加する株式数

普通株式とし、平成17年３月31日（木曜日）最終

の発行済株式総数に４を乗じた株式数とする。

②分割方法

平成17年３月31日（木曜日）最終株主名簿および

実質株主名簿に記載または記録された株主の所有

株式数を、１株につき５株の割合をもって分割す

る。

（2） 配当起算日

平成17 年４月１日（金曜日）

（3） 当社が発行する株式の総数の増加

平成17年５月20日（金曜日）付をもって当社定款

第5条を変更し、会社が発行する株式の総数を

1,052,800株増加して1,316,000株とする。

（4） 当該株式分割が前期首及び当期首に行われたと仮定

した場合の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。

 前連結会計年度 当連結会計年度

1株当たり

純資産額 
12,193円00銭 19,007円29銭 

1株当たり

当期純利益 
1,745円84銭 1,738円08銭 

潜在株式調整後1株

当たり当期純利益 
1,712円97銭 1,723円73銭 
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